
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

繰延資産

△ 13

-
86,342

324,609
-

538,695

99,194

342,094
17,485

15,070,402 6,509,466
14,572,305 6,106,024

72,259

【様式第１号】

科目 科目 金額金額

全体貸借対照表
（令和2年3月31日現在）

-

△ 11,301,291 797,594
185,919 709,307

9,796,990 -
652,052 331,183
805,830

3,823

3,958 △ 65,000

12,470

-
19,475,067

39,150
- 16,156

△ 52,079

15,092,771

-

20,510
負債合計

- -
- -

-

7,307,060

-

332,473

40,044
△ 810,598

△ 1,147

△ 7,020,383
-
-

-
-

11,137,581

△ 6,725,733
28,816

4,453,630

23,029

1,132,283

-

458,053

39,906
138

23,029
-

8,395

△ 1,807

320,059

21,305
-

65,650
32,500

-
21,305

資産合計 負債及び純資産合計 15,609,097
純資産合計 8,302,037-

15,609,097

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。



自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

全体行政コスト計算書

科目 金額

24,059

4,771,723

3,029,970

655,559

572,346

18,763

124,642

191,618

48,394

2,266,654

39,150

20,003

334

107,757

51,222

918

55,617

1,741,753

1,604,563

3,813,239

88,796

958,484

1,468,001

766,866

655,248

3,812,880

-

334

-

-

693

693

-

-

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。



自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高 15,478,099 △ 6,816,128 △ 35,000

純行政コスト（△） △ 3,812,880 -

財源 3,516,860 △ 30,000

税収等 2,988,941 △ 30,000

国県等補助金 527,919 -

本年度差額 △ 296,020 △ 30,000

固定資産等の変動（内部変動） △ 386,415 386,415

有形固定資産等の増加 423,671 △ 423,671

有形固定資産等の減少 △ 676,980 676,980

貸付金・基金等の増加 108,123 △ 108,123

貸付金・基金等の減少 △ 241,229 241,229

資産評価差額 800

無償所管換等 286

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

その他 - -

本年度純資産変動額 △ 385,329 90,395 △ 30,000

本年度末純資産残高 15,092,771 △ 6,725,733 △ 65,000

-

-

800

286

【様式第３号】

全体純資産変動計算書

8,626,971

△ 326,020

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

△ 324,934

8,302,037

他団体出資等分
合計科目

△ 3,812,880

3,486,860

2,958,941

527,919

-

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。



自　平成31年4月1日

至　令和2年3月31日

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

-

501,092

320,059

303,979

23,120
57,736

403,504

-

△ 110,937

△ 97,588

14,421
1,735

16,156

191,183
767,806

-
-
-

本年度資金収支額

【様式第４号】

全体資金収支計算書

48,394

4,092,787
2,351,034

637,647
1,606,418

科目 金額

51,222
55,747

1,741,753
1,604,563

88,796

4,246,243
2,983,275

本年度末資金残高 303,903
前年度末資金残高 358,972

153,456

163,090
216,212

4,200

△ 55,069

80,763
-

20,002

586,778

339,474

586,778
-

475,841
475,841

-

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。



自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

（単位：千円）

経常費用
業務費用

人件費 　
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他

物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他

その他の業務費用
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失

災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト
財源

税収等
国県等補助金

本年度差額
固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の減少

資産評価差額
無償所管換等
他団体出資等分の増加
他団体出資等分の減少
その他

本年度純資産変動額
前年度末純資産残高
本年度末純資産残高

【様式第２号及び第３号】

全体行政コスト及び純資産変動計算書

1,741,753
1,604,563

124,642

88,796
48,394

958,484
191,618

金額科目

107,757
51,222

918
55,617

655,248
18,763

4,771,723
3,029,970
655,559
572,346
39,150
20,003
24,059

2,266,654
1,468,001

766,866
3,813,239

334
-

334

余剰分（不足分）
金額

-
-

693

-

3,486,860 3,516,860 △ 30,000

他団体出資等分
693
-

3,812,880 3,812,880

2,958,941 2,988,941 △ 30,000

△ 386,415 386,415

-
固定資産等形成分

527,919 527,919 -
△ 326,020 △ 296,020 △ 30,000

△ 241,229 241,229
800 800

423,671 △ 423,671
△ 676,980 676,980

108,123 △ 108,123

- -
- - -

286 286
- -

8,302,037 15,092,771 △ 6,725,733 △ 65,000

△ 324,934 △ 385,329 90,395 △ 30,000
8,626,971 15,478,099 △ 6,816,128 △ 35,000



注記　【全体】

１. 重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産

取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの

再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの

取得原価

取得原価が不明なもの

再調達原価

② 無形固定資産

原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券

償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの

会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

イ 市場価格のないもの

取得原価（又は償却原価法（定額法））

③ 出資金

ア 市場価格のあるもの

会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

イ 市場価格のないもの

出資金額

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1

円としています。

注記



（３）有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ５年～５０年

工作物 １０年～６０年

物品 ４年～１０年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）

定額法

③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

（４）引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金

②　退職手当引当金

③　損失補償引当金

④　賞与引当金

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法

によっています。）

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性

を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修

可能性を検討

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可

能性を検討し）、 徴収不能見込額を計上しています。

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職

手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益

のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上して

います。

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上していま

す。

注記



（５）リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（６）全体資金収支計算書における資金の範囲

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 物品及びソフトウェアの計上基準

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

（８）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 重要な会計方針の変更等

（１）会計方針の変更

（２）資金収支計算書における資金の範囲の変更

重要な資金の範囲の変更はありません。

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更

重要な資金の範囲の変更はありません。

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の

場合に資産とし て計上しています。

所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引

及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。）

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価

値変動が僅少なもので、６か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいま

す。ただし、一般会計等においては、利尻町資金管理方針において、歳計現金等の保

管方法として規定した預金等としています。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。

重要な会計方針の変更はありません。

注記



３． 重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃

（２）組織・機構の大幅な変更

組織・機構の大幅な変更はありません。

（３）地方財政制度の大幅な改正

（４）重大な災害等の発生

重大な災害等の発生による臨時損失としての費用等の発生はありません。

４． 偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

保証債務及び損失補償債務負担はありません。

（２）係争中の訴訟等

係争中の訴訟等はありません。

５． 追加情報

（１）連結対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

（２）出納整理期間

主要な業務の改廃はありません。

地方財政制度の大幅な改正はありません。

団体（会計）名 区分 連結の方法

国民健康保険事業特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

簡易水道特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

宿泊施設特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

下水道事業特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

漁業集落排水施設事業特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

介護保険特別会計（介護保険事業勘定） 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

特別養護老人ホーム特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

介護保険特別会計（介護保険サービス事業勘定） 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

利尻町し尿前処理事業特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）にお

いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度

末の計数としています。

利尻町港湾事業特別会計 地方公営事業会計(法非的) 全部連結

利尻町砕石事業会計 地方公営事業会計(法的) 全部連結

注記



（３）表示単位未満の取扱い

（４）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

該当する資産はありません。

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

注記


